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公 顧客，地域郵便局 サービス水準の維持・向上 ユニバーサル・サービス
学 経済学者，評論家 成長に貢献するマクロ資金循環 官から民へ
産 民間企業，米国 官民平等（民有利？）の競争条件 イコール・フッティング






























「官」「学」の 4ポジションの観点から検証してゆく。第 4節で郵政公社発足（200₃年 4 月）まで，第
₅ 節で公社発足から経済財政諮問会議による『民営化に関する論点整理』（2004年 4 月）が出される
































































































































































































市場金利が順イールドの場合                 市場金利が逆イールドの場合
金        10年国債クーポンレート         金
利                金利上昇に    利       10年国債クーポンレート
民間 3年定期預貯金金利  備え利差を
大きくする                  民間との
利差大             （経費率相当）
定額貯金金利（民間より低め設定）




























































































































































































































































































31　生田が出席したのは，平成1₆年度第 ₇回会議（ 4月 ₇日）のほか三回のみだが，郵政（「官」）の立場を理路整然と説
明することによって存在感を示した。同様の立場に麻生もいた。
32　論点をまとめるにあたり滝川（200₆），pp.₆₅⊖₈₉等も参照した。















































































































































































































































































































































































（₅0）郵便貯金に関する調査研究会，1₉₇₈，『報告書 PART 1 』『同　PART 2 』。
（₅1）吉野直行／古川彰，1₉₉1，『金融自由化と公的金融』，日本評論社。
（₅2）吉野直行，1₉₉4，「寡占的金融市場における公的金融の役割」，貝塚・植田『変革期の金融システム』，東京大学出版
会，所収。
（₅₃）若杉敬明，2004，「全国一律サービス岐路に　郵政民営化への視点（中）」，『日本経済新聞（経済教室， ₈月24日）』。
